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老人保健施設における 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算の算定は 

在宅復帰率の高さと関連 

 

〇発表のポイント 

●全国の介護老人保健施設（老健施設）を対象とした調査データをもとに、短期集中

リハビリテーション実施加算を算定している施設のうち、認知症短期集中リハビリテ

ーション実施加算（認短リハ）の算定の有無と在宅復帰率との関連を検討した 

●施設の特性を調整しても、認短リハを算定している施設の方が、算定していない施

設よりも在宅復帰率が 5.4 パーセントポイント高かった 

●老健施設における在宅復帰を支える方策のあり方を考えるうえで、認短リハを提供

できる体制整備の重要性を示唆した 

  

〇発表内容の概要 

福祉と生活ケア研究チーム（医療・介護システム研究）と全国老人保健施設協会（全老

健）との研究グループは、全国の介護老人保健施設（老健施設）を対象とした調査データ

を用いて、短期集中リハビリテーション実施加算（短期集中リハ）を算定している施設の

うち、認知症短期集中リハビリテーション実施加算（認短リハ）の算定の有無と施設の在

宅復帰率との関連を検討しました。施設の特性（要介護度の高い利用者の割合や利用者に

対する専門職の数など）を調整しても、認短リハを算定している施設の方が、算定してい

ない施設よりも、在宅復帰率が 5.4 パーセントポイント高いという結果でした。老健施設

における在宅復帰を支える方策のあり方を考えるうえで、認短リハを提供できる体制整備

の重要性を示唆するものです。本研究成果は、2026 年 7 月 3 日に国際学術誌『Journal 

of the American Medical Directors Association』に掲載されました。 

配布先：文部科学記者会、科学記者会、

厚生労働記者会、都庁記者クラブ 

 



 

 

〇研究の背景と目的 

高齢化が進む日本では、入院後に自宅での生活に戻ることができるように支える仕組み

づくりが重要になっています。介護老人保健施設（老健施設）は、病院から退院後の高齢

者に対してリハビリテーションやケアを提供し、在宅復帰を支援する役割を担っていま

す。特に、認知症のある高齢者では、退院後の生活機能の維持・改善が在宅復帰に重要で

あると考えられます。 

老健施設では、入所後 3 ヶ月の間、短期集中リハビリテーション実施加算（短期集中リ

ハ）に加えて、認知症のある利用者に対しては、認知症短期集中リハビリテーション実施

加算（認短リハ）を提供することができます。認短リハでは、利用者の生活機能の改善を

めざして、主に理学療法士、作業療法士、言語聴覚士によって認知機能の維持・改善や認

知症の行動・心理症状※1 の改善に特化したリハビリテーションプログラムが実施されま

す。先行研究では、認短リハが認知機能や生活機能の改善に有効であったということが報

告されていますが、在宅復帰との関連を検討した研究はありませんでした。 

そこで本研究では、全国の老健施設を対象とした調査データを用いて、短期集中リハを

算定している施設のうち、認短リハの算定の有無と施設の在宅復帰率との関連を明らかに

することを目的としました。 

 

〇研究結果 

2024 年 12 月から 2025 年 2 月に実施された全国調査では、全老健に登録する 3,532

施設のうち、527 施設（回答率 14.9%）から回答がありました。このうち、短期集中リハ

を算定し、必要な情報がそろっていた 434 施設を主解析の対象としました。434 施設のう

ち、264 施設（60.8%）が認短リハを算定しており、170 施設（39.2%）は算定してい

ませんでした。在宅復帰率の平均は、認短リハを算定している施設で 45.5%、算定してい

ない施設で 36.6%と、認短リハを提供している施設の方が高い値を示しました。さらに、

施設規模、要介護度の高い利用者の割合、認知機能障害の重い利用者の割合、利用者に対

する専門職の数（看護師、介護職、リハビリ職など）、各種加算の算定状況（認知症ケア加

算など）などを調整した解析でも、認短リハを算定している施設では、算定していない施

設に比べて在宅復帰率が 5.4 パーセントポイント高いことが示されました。 



 

 

〇今後の課題 

 本研究にはいくつかの課題があります。まず、調査の回答率が高くないため、回答施設

に偏りがあった可能性があります。次に、観察研究であるため、認短リハと在宅復帰率の

関連は示されたものの、因果関係を直接示すものではありません。また、施設単位の調査

であるため、利用者個人の認知機能や家族支援などの情報を十分に反映できておらず、結

果に影響した可能性があります。今後は、利用者の特性も含む縦断研究などにより、認短

リハの効果をより詳細に検証する必要があります。 

 

〇研究の意義 

本研究は、日本全国の老健施設を対象とした調査データを用いて、全国で実施されてい

る認短リハと在宅復帰率との関連を検討した初めての研究です。短期集中リハを算定して

いる施設の中でも、認短リハを算定している施設で在宅復帰率が高かったことは、認短リ

ハを提供できる体制を整備することが、老健施設における在宅復帰を支えるうえで重要で

ある可能性を示しています。これらの知見は、老健施設における在宅復帰を支える体制整

備のあり方を検討するうえで、有益な示唆を与えるものです。 

 

〇用語解説 

※1 認知症の行動・心理症状：BPSD、Behavioral and Psychological Symptoms of 

Dementia 

認知症の症状には、物忘れなど、脳の機能低下を示す『中核症状』と『中核症状』に伴っ

てみられる行動・心理症状である『周辺症状』に分けらえる。BPSD はこの『周辺症状』

とほぼ重なる概念で、暴力、暴言、不安、抑うつ、幻覚、妄想、徘徊などの症状を指しま

す。本人の生活のしづらさにつながるだけでなく、介護負担の増加や在宅生活の継続を難

しくする要因にもなります。 
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